


(2)感染症対策用必要備品の放出（問 4関係） 
・感染症対策用必要備品について都道府県等から放出又は放出の予定との連絡があった
施設は約 1 割(10.1%)にとどまっています。 

 
(3)面会制限（問５関係） 

・ほとんどの施設(95.7%)で感染拡大防止の観点から面会制限を行っていますが、看取り
の場合だけ面会を認めている施設が約半数(52.5%)となっています。 

 
(4)併設デイサービスの休止・停止（問８関係） 

・特養などの入所施設が感染拡大防止の観点から併設されているデイサービスを休止・
停止しているとしているところはわずか(4.3%)です。 

 
(5)発熱・微熱のあった職員がいた施設（問 10、問 13 関係） 

・令和 2 年 2 月以降現在までの間に発熱・微熱のあった職員がいたとする施設が約
1/3(34.5％）あります。 

・発熱・微熱のあった職員について指示により休んでもらった者は、1 施設あたり平均
1.1人、職員本人で自主的に休んだ者は 1 施設あたり平均 1.3 人です。 

 
(6)小学校の休校に伴い休暇を取らなければならない職員（問 24 関係） 

・2月 27 日以降小学校の休校に伴い休暇を取らなければならない職員の取り扱いについ
ては、年休処理が約 3割(29.2%)でしたが、学童保育の利用(13.4%)や施設で預かる場
所を提供(6.7%)などで対応（出勤)している施設もあります。 

 
(7)体調不良の利用者の診断・診察等を断る診療機関・配置医師（問 31、32関係） 

・診療機関・配置医師が体調不良の利用者の診断・診察等を断ることがあったとする施
設はわずか(1~2%)です。 

 
(8)情報収集源（問 34 関係） 

・新型コロナウイルスに関する情報を収集する媒体として、ほとんどの施設で厚労省ホ
ームページ(90.6%)を活用しており、全国老施協の発出文書も活用されています
(84.9%)。 

 

 
２．現状の課題と国・地方自治体に対する要望 

(1)衛生用品の早急な確保と優先的な提供（問 36 の答(1)(2)、問 37の答(1)(2)関係） 
・会員施設においては、マスク・アルコール消毒液等の衛生用品が全般的に不足してお



り、入荷状況も見通しが立たないことなどから強い危機感が生じています。 
・このため地方自治体による備蓄の供出の徹底を含め、衛生用品の高齢者介護施設への
優先的な提供をしていただくよう、最重点課題として要望申し上げます。 

・併せて感染の検査体制の早急な整備もお願いいたします。 
 

(2)感染者への対応方法など各種の対応方法や基準の明確化 

                    （問 36 の答(3)(4)、問 37 の答(3)(4)関係） 
・新型コロナウイルス感染症を巡る各種の対応方法については、これまでも数次にわた
る通知等でお示しいただいているところですが、現場では実際に感染者が出た場合に
適切に対応ができるかどうかについて不安が広がっています。 

・また対応方法や判断の基準がまだ明確化されていないものもあり、対応に苦慮してい
ることが指摘されています。 

・このため、これらの対応方法や基準を明確化し、現場にわかりやすい形でお示しいた
だくようお願いいたします。 

 
(3)職員の体制への支援（問 36 の答(5)、問 37 の答(5) (6)関係） 

・職員が感染した場合や、職員の子供の学校が休校となったために出勤できなくなった
場合などにおいて、勤務シフトをどう組んで必要な人員を確保すればよいのか難しい
という指摘がでています。 

・人員基準の弾力化については既に「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事
業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日事務連絡 厚生労働
省老健局総務課認知症施策推進室ほか）等により示されておりますが、自治体の運用
が遅れているなどの指摘もあることから、その徹底を図るようお願いいたします。 

・また欠勤せざるを得なかった職員に対する給与の補償や、欠勤者の穴を埋めて出勤し
た出勤者に対する支援策について、実効ある施策のご検討をお願いたします。 

・また人員基準ばかりでなく入浴・清拭の回数などの運営基準の弾力化、感染症対策に
係る介護報酬等による手当を求める声もありご検討をお願いいたします。 

 
(4)利用者サービス維持や経営への支援（問 36 の答(6)、問 37 の答(7)関係） 

・新型コロナウイルス感染症対策のために、デイサービス・ショートステイなどのサー
ビスを休止することは、地域の利用者の介護ニーズやサービスを考えると困難である
との声や、休止した場合に経営に悪影響が出ることを懸念する声がでております。 

・このため、休止して経営が厳しくなった場合の支援策についてご検討をお願いいたし
ます。 

 
 



(5)詳細・正確・迅速な情報の発信（問 36 の答(7)、問 37 の答(8)関係） 
・新型コロナウイルス感染症に関する情報についは、適切な情報発信・情報開示がなさ
れないと、不安感や風評被害が発生する危険性があると考えられます。 

・このため、国や自治体から出される情報については、冷静かつ詳細・正確・迅速なも
のとなるようお願いいたします。 

 
(6)現場職員の不安に応える迅速な対策の推進（問 36 の答(8)、問 37 の答(9) (10)関係） 

・現場職員は、もし入所者・利用者や職員自身が感染した場合どう対応したらよいのか、
入所者・利用者に対するサービスを維持できるのかなど大変不安を感じながら毎日の
業務に従事しています。しかも終息がいまだ見えていないという中で心身ともに疲弊
してきている状況があります。 

・厚生労働省におかれては、新型コロナウイルス感染症の感染がこれ以上広がらないよ
う、そして一日も早く終息をするよう、医療施策との連携の強化を含め、あらゆる対
応を講じて万全を期していただくようお願いいたします。 

 
以上 
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